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市民自治条例・交通安全催し・試験・労働

「長浜市市民自治基本条例」の施行から半年、もっと知っていただくために、10月号に続いてこの条例の
概要についてお知らせします。

市民自治基本条例を推進するための「頑張りどころ」

条例の詳しい内容や制定経過は市の公式ホームページで ■問市民自治振興課（7６５－８７２２）

市民は

①まちづくりの担い手として
責任を持ってまちづくり活動に取り組み、

自分で解決できるものは自分で解決してい
きましょう。また、事業者は自治の精神を
尊重し、まちづくりの人材育成やまちづく
り活動を促進しましょう。
【権利と責務:第5条】

市は

①わかりやすく、積極的な情報提供を
まちづくりを進める各段階で、情報を市

民にわかりやすく、積極的に伝えるように
していきます。【情報共有:第4条、情報公
開：第10条～第11条】

②市民参画の環境整備を
市民の声をまちづくりにいかすため、あ

らゆる段階で市民が参加しやすい方法を考
えます。【参画:第19条～第23条】

③市民活動等の支援を
市民の自主的・主体的な活動や地域コミ

ュニティの活動を促進するため、必要な支
援を行います。【役割と責任:第7条】

④公平なまちづくりの推進を
公平なまちづくりを進めるには地域資源

を最大限にいかしながら進めていくことが
大切です。
そのためにもまちづくり

の方向を示す基本構想に基
づき総合的かつ計画的に対
応していきます。
【公平公正:第13条～第18条】

②地域での活動に参加・協力を
自主的に自治会やコミュニティ活動に参

加し、助け合いながら活動しましょう。ま
た、地域の課題を解決したり、ふるさとの
伝統文化を守ったりするため、地域づくり
協議会を設立し、協力しましょう。さらに、
多様な文化を理解しながら、みんなが安心
して暮らせる地域をつくっていきましょう。
【協働:第24条～第26条】

市民とは・・・
市内に居住、勤務、就学

する者および市内に事務所
または事業所を置く事業者
ならびにまちづくりに関係
のある団体をいいます。
（第２条）

情報共有

参画

協働

水道企業団職員を募集します
職種

電気技術職
（上級）

技能員

採用予定人員

若干名

若干名

受　　験　　資　　格 受付期間第一次試験日
（１）および（２）に該当する人
（１）次のいずれかに該当する人
ア　昭和51年4月2日から平成2年4月1日までに生まれた人
（平成23年4月1日における年齢が21歳以上35歳未満の人）
イ　平成2年4月2日以降に生まれた人で、学校教育法に基づ
く大学(短期大学を除く。以下「大学」という。)を卒業した
人または平成24年3月31日までに大学を卒業する見込みの人
(２)次のいずれかに該当する人
ア　第三種電気主任技術者免状を取得している人
イ　ア以外の人で電気事業法の規定に基づく主任技術者の資
格等に関する省令に定める第三種電気主任技術者免状の取得
に必要な学歴を有する人
昭和41年4月2日から平成6年4月1日までに生まれた人（平
成23年4月1日における年齢が17歳以上45歳未満の人）

11月１日(火)
～

11月17日(木)
12月３日(土)

11月１日(火)から受験申込書をお渡しします。郵便で請求する場合は、封筒の表に「受験申込書請求」と朱書し、宛先を明記
した返信用封筒(角形２号：33cm×24cm、120円切手を貼付)を同封して、下記までお送りください。
■問・■申〒526-0047下坂浜町248番地22 長浜水道企業団職員選考委員会(7６２－４１０１)

最低賃金改正のお知らせ
滋賀県最低賃金は、常用・パートなど雇用形態を問わず、県内すべての労働者に適用されます。最低

賃金は賃金の最低額を保障するとともに、労働条件の改善に重要な役割を果しています。滋賀県最低賃
金は、平成23年10月20日に改正され、

１時間　７０９円です
※特定の産業には特定（産業別）最低賃金が定められています

11月は「労働保険適用促進強化期間」です
労働保険（労災保険と雇用保険）は、職場の

皆さんが安心して働けるよう、政府が管理・運
営している保険制度です。労働者を一人でも雇
用する事業主は、業種や規模にかかわらず、す
べて労働保険に加入することとなっています。
(農林水産の一部の事業は除く)

11月は「労働時間適正化キャンペーン期間」です
滋賀労働局では労働時間適正化キャンペーンの取

組みの１つとして、期間中、メールによる情報提供
を受付けています。
長時間労働、賃金不払残業等に関する情報は、
厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/）
情報提供受付用バナーまで

■問彦根労働基準監督署（7０７４９－２２－０６５４）

■問滋賀労働局総務部労働保険徴収室
(7077-522-6520)

■問滋賀労働局労働基準部監督課
（7077-522-6649）

■問水源地フォーラム実行委員会事務局
＜道路河川課内＞（7６５－６５３２）

水源地を抱える地方自治体や地域住民が集
いダム建設などの公共事業をとりまく課題に
ついて学びます。
【と　き】11月22日(火) 10時～16時30分
【ところ】長浜文化芸術会館(大島町)
【内　容】講演やパネルディスカッション等
【その他】参加費無料　事前申込不要

水源地フォーラム長浜地区交通安全のつどい・交通安全長浜市民伊香大会
交通安全活動に功労のあった個人・法人と優良運転者

の表彰を行います。表彰式終了後には講演会やお楽しみ
抽選会などの催しを企画しました。
この機会に交通安全について考えてみましょう。

長浜地区交通安全のつどい
と　き：11月26日(土)

10時～12時
ところ：虎姫文化ホール

（宮部町）
内　容：表彰、講演会

交通安全長浜市民伊香大会
と　き：11月26日(土)

13時30分～16時
ところ：西浅井文化ホール

（西浅井町大浦）
内　容：表彰、お楽しみ抽選会など

■問市民自治振興課（7６５－８７２２）

第９次交通安全計画は、本市における陸上交通の安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくため、
交通安全対策基本法第26条第1項の規定により、長浜市交通安全対策会議が滋賀県の交通安全対策計画を踏ま
え、作成していくものです。このたび、素案がまとまりましたので、皆さんのご意見をお聞かせください。
【募集期間】11月10日(木)～12月９日(金)まで
【閲覧場所】市民自治振興課、各支所、公民館、市ホームページ(http://www.city.nagahama.shiga.jp)
【提出方法】任意の様式に住所・氏名・電話番号を明記し、直接持参・郵送・ＦＡＸ・Ｅメールのいずれかで

下記まで

第９次長浜市交通安全計画(素案)について意見を募集します

提出先・問合せ先
市民自治振興課自治振興グループ（ 〒526-8501 長浜市高田町12番34号、7６５－８７２２、
FAX６４－０３９６、Ｅメールjichishinkou@city.nagahama.lg.jp）


